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日中交流の課題を整理
経営者は正しく実態を認識し判断を

経済同友会は1988年から中国訪問を
ほぼ毎年行ってきました。残念ながら
2020年度は新型コロナウイルス感染症
の影響で実現しませんでしたが、有識
者を招いての会合や、オンラインで中
国と意見交換を行い、日中交流の課題
を整理しました。

現代は複雑で不確実な国際秩序の変
革期にある中、コロナ禍で一時停滞が
あったものの中国経済は成長を持続し
ています。

報告書では国際ルールに基づいた行
動など中国への要望・期待も示してい
ます。今後、地政学、地経学上のリス
クを絶えず注視し、中国に過度に依存
した事業は見直しも必要となります。
日米、日中、さらには日米中三国を考
えると、是々非々による連携を考えて
いかなくてはなりません。

また、中国現地の駐在員と東京本社
の経営者の認識が必ずしも合わないと
聞くことがあります。日本の企業内で

も情報の格差、アンマッチングがあり
ます。経営者自身が中国という国を自
分の目で見て、自分の問題として捉え、
実態を正しく認識した上で判断するこ
とが求められます。

中国への意識調査アンケートを実施
交流、相互往来の重要性を確認

中国とどう付き合っていくのかを検
討する中、本PTでは経済同友会会員
にアンケートを実施しました。その結
果、例えば訪問回数別に「中国に対す
る印象」の割合を見ると、訪問の回数
が少ないほど良くない印象が多く、回
数が増えるにつれて良い印象を持つ割
合が増加する傾向が見られました。

記述回答では、中国と日本は「人的
交流で価値観を相互理解するべき」と
いった意見や「中国社会も世代交代の
波は大きく、一般人、特に若者主体の
文化交流で相互理解はより深められる」
といった意見が寄せられました。真剣
にお考えになっているメッセージだと
思いました。

またPTの会合では訪日リピート率の

高さの理由として、もともと日本に良
い印象や期待を持っていなかった中国
の人が、訪日を機に清潔さや礼儀正し
さ、物価と品質のバランスの良さに接
して、日本に好印象を持つことが背景
にあるという意見が交わされました。
交流や相互往来が日中関係を築く上で
は極めて重要な要素であることを確認
しました 。

日中の違いを認め合った上で
戦略的互恵関係の構築を

私自身、中国とは 20年以上の付き合
いがあり、100回以上訪中し、カウン
ターパートとして信頼に足る人たちと
の交流があります。私たちがこの３年
間で訪問・交流した中国の団体からも、
日本企業に対するリスペクトの言葉は
たくさんありました。特に環境や福祉、
少子高齢化に関係するテーマについて
の期待は大きく、その分野に関係する
企業の方々にとってはいろいろな対応
が考えられます。

事業分野によっては国家安全保障の
観点からしっかり見極める必要があり
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日中両国の幅広い人 と々日中両国の幅広い人 と々
継続的な交流を図り、継続的な交流を図り、
未来志向の議論と行動を未来志向の議論と行動を
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ますが、中国とのパイプや信頼関係の
パス、具体的に互恵関係にあるビジネ
ス取引のルートを閉ざしてはいけない
と思います。

日中は政治・社会体制は異なるもの
の、文化、経済交流を通じて、両国が
協力できる点とそうでない点を明確に
し、“agree to disagree”（意見の不一致
を認める）の精神で、違いを認め合った
上で、相互理解を深め、「戦略的互恵関
係」を築いていくべきです。

日中間には長い交流の歴史があり、
漢字や食生活など、文化や生活様式の
面では多数の共通性を有し、欧米など
に比べて相互理解をしやすい関係にあ
ります。日米同盟が基軸なのは言うま
でもありませんが、日本がアジアの一
員として中国と接し、欧米諸国と中国
の関係性強化や国際社会の安定に貢献
することは十分可能です。

アンケートでも訪中経験の多い方々
ほど日中関係を重視していることを感
じました。今後も両国の幅広いステー
クホルダーと経済・文化面での継続的
な交流を図っていくことが重要です。

中国経済・社会の状況

中国に対する意識調査アンケート結果

国際社会における中国

今後の日中関係の発展に向けて

報告書のポイント

・�主要国で唯一2020年にGDPのプラス成長
を遂げ、同年12月には国内の貧困ゼロ達成
を宣言。

・�内需拡大を主体とした国内大循環と国際循
環が相互に促進し合う双循環モデルを提唱
し、新型インフラ建設への投資を加速。

報告書では、新型コロナウイルス感染症の報告書では、新型コロナウイルス感染症の
パンデミック発生後の中国の経済・社会状況パンデミック発生後の中国の経済・社会状況
や、国際社会における中国の動向を整理するや、国際社会における中国の動向を整理する
とともに、本会会員へのアンケート結果からとともに、本会会員へのアンケート結果から

得られた経営者の中国観や問題意識を紹介得られた経営者の中国観や問題意識を紹介
し、今後の中国との向き合い方、経済交流のし、今後の中国との向き合い方、経済交流の
役割について考察した。役割について考察した。

・�中国に対して良い印象を持つとした回答は
25％で、国民一般を対象にした言論NPO
の同様の調査と比べ高い割合を示した。
・�良い印象の理由には経済成長性に期待する
回答が多い反面、良くない印象の理由には
政府対応への不信感が挙げられ、経営者の

意識には「政冷経熱」の様相がうかがえる。
・�中国と互恵関係を築けると回答した割合は
72％に達し、対象となる分野にはIT・ハイ
テク関連、環境・少子高齢化、部品・サプ
ライチェーン関連が挙がった。

・�米国からの圧力の高まりを背景に、中国は
より強硬に自国の主張を展開する「戦狼外
交」を展開。国際社会からの批判があり、
今後の中国の外交姿勢の変化が注目される。
中国は国際機関に参加して、有利に世論や
物事を誘導できる権利を国際ルールの中に
埋め込み、合法的に影響力を行使できる「制
度的なディスコース・パワー（制度性話語
権）」を高めている。反面、国際ルールを重

視する姿勢を示しているとの指摘もある。
・�中国の国家運営が成立する背景には、独特
の社会体制と、それを統治する中国共産党
の存在がある。それゆえ、中国の持つ技術
やプラットフォームを活かした製品やサー
ビスはグローバルスタンダードになる可能
性があるが、中国式統治・国家運営手法は
グローバルスタンダードになることは考え
にくい。

・�日本国内の中国に関する情報は、米中対立
や価値観の違いによる負の側面が強調され、
中国経済、社会の実態を正確に捉え切れて
いない。
・�中国の真の姿を理解するため、経営者自身
が中国を訪問し、直接の対話をすることで、
生の情報を得ていくことが重要だ。
・�ビジネス上のリスクマネジメント視点では、
地政学、地経学情勢を絶えず注視し、バ
リューチェーンの複線化など、中国への過
度の依存を下げていく必要がある。

・�一方、官民で中国と率直に対話し、共通の
利益を追求することで、中国との互恵関係
を構築していくことも必要。経営者は、経
済面のみならず、文化面においても人的交
流を深め、日中間の相互理解を促進してい
くことが重要である。
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報告書
概要

（６月８日発表）

日中経済交流の役割
～中国に対する経営者の意識調査を踏まえ、
　日中経済交流の役割を考える～

＜アンケート結果の一例＞ 中国と取引する理由は以下のいずれですか？

中国市場の規模
中国市場の成長性

人件費・原材料等のコストの低廉さ
品質・技術力の高さ

優秀な人材へのアクセス
その他
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